
令和８年度第１回田川市中小企業融資制度審議会  

日時：令和８年６月２日(火)９時３０分～ 

                      場所：田川市役所４階 第２委員会室 

          

＜ 次第 ＞ 

 

１ 開会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議題 

 ⑴ 田川市中小企業融資制度の融資条件について             【資料２】 

 

 

 

 

 ⑵ その他 

 

 

 

 

４ 閉会 
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№ 分類 氏名 団体名・役職名 備考

1 豊 田
ト ヨ ダ

明 彦
ア キ ヒ コ ㈱福岡銀行伊田支店　支店長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

2 藤 井
フ ジ イ

靖 士
ヤ ス シ ㈱西日本シティ銀行田川支店　支店長

（任期R7.10.1～R9.3.31）

3 丸 山
マ ル ヤ マ

大 樹
ヒ ロ キ ㈱福岡中央銀行田川支店　支店長

（任期R8.4.1～R9.3.31）

4 大 串
オ オ グ シ

剛 士
ツ ヨ シ 田川信用金庫本店　本店長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

5 石 川
イ シ カ ワ

昇 平
ショウヘイ 伊田商店街振興組合　代表理事

（任期R8.3.31～R9.3.31）

6 笹 原
サ サ ハ ラ

義 正
ヨ シ マ サ 後藤寺商店街振興組合　理事長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

7 大 井
オ オ イ

俊 尚
ト シ ナ オ 田川民主商工会　会長

（任期R7.4.1～R9.3.31）

8 浦 田
ウ ラ タ

良 子
リ ョ ウ コ 田川市女性人材バンク

（任期R7.4.1～R9.3.31）

9 山 﨑
ヤ マ サ キ

修 一
シュウイチ 田川商工会議所　専務理事

（任期R7.4.1～R9.3.31）
会長

10 河 端
カ ワ バ タ

太
フトシ 田川市　会計管理者

（任期R7.4.1～R9.3.31）

金
融
機
関
代
表

中
小
企
業
代
表

学
識
経
験
者

令和8年度　田川市中小企業融資制度審議会委員名簿



令和８年度
第１回田川市中小企業融資制度審議会

事務局説明資料
令和８年６月２日

田川市産業振興課

Administrator
タイプライターテキスト
【資料２】



Copyright©2026 Tagawa city  All Rights Reserved.
融資制度の目的と位置づけ

制度融資は、中小起業支援と地域経済の安定を図るため、市・金融機関・保証協会が連携して運営する地域金融施策です。

制度の基本的な役割と、地域金融・地域経済の中での位置づけを整理します。
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融資制度の概要

制度の種類と条件

区分
事業資金

（責任共有制度の対象）
小口零細企業資金

（責任共有制度の対象外）

対象者
市内で事業を営んでいる
中小企業者及び組合

常時使用する従業員が20人（商業、
サービス業は5人）以下の小規模企業者

使 途

事業に必要な資金

運転資金、設備資金材料仕入れ、給料、借換、
増改築、機械購入、支店開店、
その他

融資額 ２，０００万円以内 ２，０００万円以内

融資期間
１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

利 率 年１．４０％ 年１．４０％

担 保 必要に応じて徴す。 原則として不要

保証人
原則として、法人は代表者、
個人は不要。

原則として、法人は代表者、
個人は不要。

保証料※ 年０.４５％～１.６３％ 年０.５０％～１.９３％

※保証料については、有担保保証及び中小企業会計基準を適用している場合は、
それぞれ０.１０%ずつ割引があります。

● 預託金とは？

● 信用保証料補填金とは？

年度当初に各金融機関へ資金を預託し、年度末にその資金の同額を回収
することで、遺失した利子収入額分だけ補助する効果が生じる。

信用保証協会との契約により、市融資制度における信用保証料の引下げ
に伴う損失部分を市が補填する制度

本市を含めた信用保証制度の仕組み
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預託金方式について

市が金融機関に預託金を預け、低利融資の実施を支える仕組み

3

制度の継続には、市・金融機関・保証協会の連携が重要です。
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各機関の役割（金融機関、保証協会、市）

金融機関

低利融資の実行
●預託金を活用し、中小企業が利用しやすい低利融資を実施

●市や保証協会と連携し、円滑な融資運営を行う

融資後の返済管理 ●返済状況の把握や相談対応を通じ、融資の適正な運用に協力

保証協会

融資保証の提供 ●企業の返済リスクを補完し、金融機関と市の制度運営を支援

制度融資への連携 ●金融機関・市と協働で、保証契約の管理や融資条件の適正化を図る

市

制度維持・調整役
●預託金の管理や制度運用ルールの整備

●金融機関・保証協会との連携を通じて制度が円滑に運用されるよう調整

制度の持続性確保 ●制度の継続性・安定性を確保し、政策目的の実現を支える

本制度の運営に関わる主要な関係機関と、それぞれの役割を整理します。
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融資制度利用状況

市内融資全体

市制度融資

件数 融資額 件数 融資額

件 千円 件 千円

H27 183 2,073,000 1 3,000

H28 190 2,505,000 0 0

H29 204 2,448,860 5 16,140

H30 318 2,514,000 0 0

R1 218 3,069,800 3 22,200

R2 656 10,630,000 0 0

R3 200 2,573,000 0 0

R4 174 2,187,000 0 0

R5 196 3,046,000 0 0

R6 175 2,314,000 0 0

R7 138 1,913,000 23 182,500

※R7は12月末まで

市内融資全体 市制度融資

5

【主な変動（急増）要因について】

●R2-市内融資全体

→ 新型コロナに伴うセーフティネット
関連保証等の発動

●R7-市制度融資

→ 市制度融資の条件見直し
・金融機関での受付に変更
・利子補給（0.1％）制度開始
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金利環境の変化

ここでは、近年の日本の金利環境の変化について整理し、制度融資への影響を確認します。

金利環境は上昇局面にあり、制度融資の利率設定や運営の検討に影響を与えています。
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融資利率を引き上げた場合の問題点

利率を引き上げた場合に生じる影響や懸念を、３者（金融機関・市・中小企業者）の観点から整理した図です。

7

利率の引上げは制度の持続性確保に資する面もある一方、利用者負担の増加に配慮が必要です。
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融資利率を据え置いた場合の問題点

利率を据え置いた場合に生じる影響や懸念を、３者（金融機関・市・中小企業者）の観点から整理した図です。

8

利率の据え置きは利用者負担を抑えられる一方で、金融機関の収益性や制度の持続性に配慮が必要です。
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直近の課題

2026年の中小企業は、構造的なコスト高や人手不足に加え、融資返済の本格化や金利上昇が重なり、資金繰りと事業持続性の
両面で深刻な課題に直面しています。

9

項目 具体的状況 課題

原材料価格高止まり
中東情勢の緊張や歴史的な円安を背景にナフサ等の調達
難や価格高騰が継続、光熱費等のエネルギー負担も重い。

製造業等を中心に原材料確保に伴う運転資金需要が急
増。調達難に起因する操業度低下と売上減少リスク。

価格転嫁の停滞によ
る収益性悪化

発注元からのコスト削減要請や最終消費者の生活防衛意
識に阻まれ、諸経費の上昇分を取引価格へ反映できない。

売上高が維持されていても粗利益率が低下傾向。本業の
キャッシュフロー創出能力や営業利益の毀損度を精査。

構造的な人手不足と防
衛等による賃上げ負担

大企業の大幅賃上げに伴い人材流出防止の防衛的賃上げ
を迫られるが、収益が伴わず「賃上げ疲れ」が顕著である。

人件費高騰による固定費負担の増加、および採用難を理
由とする受注制限や人手不足倒産の発生懸念が高まる。

ゼロゼロ融資との返
済本格化と過剰債務

コロナ禍で実行されたゼロゼロ融資の元金返済が本格的
なピークを迎え、据置終了に伴う対象企業の負担が集中。

過剰債務化による借入金償還年数の長期化。本業利益で
返済できず手元現預金が枯渇し資金ショートするリスク。

金利上昇局面への移
行に伴う利息負担増

デフレ脱却に伴い金利のある世界へ移行。政策金利引き上
げで変動金利ベースの中小企業の調達金利が上昇している。

支払利息増加に伴う経常利益の圧迫。金利上昇への耐性
であるインタレスト・カバレッジ・レシオ等の徹底検証。

販売不振を背景とす
る不況型倒産の増加

一部で実質賃金がプラス転換するも消費の伸びは鈍く需
要低迷が継続。企業倒産件数は１３年ぶりの高水準を維持。

脆弱な小規模企業を中心に販売不振型倒産リスクが増大。
主要取引先の連鎖倒産や売掛債権焦げ付きへの警戒。
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県制度・他市町村制度との比較

本市制度の利率方針を検討するに当たり、福岡県及び県内主要自治体の制度融資について、現行利率、近年の改定状況、改定時
期、改定幅等を確認しました。
比較の結果、近年の金利環境の変化を踏まえ、利率の見直しや制度条件の確認を行っている自治体が見られます。

自治体名 制度名
利率

（改定後）
改定状況 改定時期 改定幅

主な改定・
検討理由

備考

田川市
事業資金

小口零細企業資金
1.4％
1.4％

－ － － － －

福岡県
長期経営安定資金

小規模事業者振興資金（小口零細企業保証）

1.8％～2.1％
1.7％

改定済 令和8年4月 +0.3％ 金利環境の変化

福岡市
商工業振興資金（事業資金）

小口事業資金
1.8％～2.0％
1.6％

改定済 令和8年4月 +0.3％
金融機関との制
度運営上の調整

北九州市
長期事業資金

小規模企業者支援資金
1.7％～2.0％
1.6％

改定済 令和8年4月 +0.3％ 県制度との均衡

久留米市
小口資金

小規模企業者振興資金
1.6％
1.3％

今後検討 未定 － 県制度との均衡
利率改定以外の
方法を実施予定

柳川市
中小企業振興資金
小口零細企業資金

1.5％
1.3％

今後検討 未定 －
近隣自治体との
均衡

中間市 中小企業融資資金 1.4％ 今後検討 未定 －
金融機関との制
度運営上の調整

飯塚市 新規創業支援資金 1.2％ 今後検討 未定 －
金融機関との制
度運営上の調整

利率改定以外の
方法も検討

10
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県制度・他市町村制度との比較

福岡県及び県内主要自治体へのその他のヒアリング内容は次のとおりです。

11

自治体名 その他のヒアリング内容

福岡県 両政令市（福岡市・北九州市）と協議し、県幹部や財政部局等と調整の上、決定した。

福岡市 福岡県と両政令市で協議して、市として利率を見直すことを決定した。

北九州市 融資制度の内容は福岡県の動きに追随している。福岡県と両政令市で協議の上、決定した。

久留米市 福岡県と両政令市が利率を見直すことを今年3月の説明会で知った。融資制度の内容は福岡県の動きに追随している。

柳川市 利率の見直し等の必要性は理解している。筑後地域で足並みを揃えて進めていきたい。

中間市 市と金融機関で、今後の利率の見直しや見直す場合の上げ幅等を今後検討していく。

飯塚市 利率の見直しやその他の方法を含め、今後融資制度の審議会で検討・決定していく。
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直近の動き

直近の経営環境悪化に対応した緊急的な資金繰り支援の動き

12

自治体名 資金繰り支援内容

福岡市

福岡市は、中東情勢の緊迫化等による資材高騰、売上減少、利益率低下などに対応するため、
「経営安定化特別資金（一般枠／緊急短期）」を令和８年６月１日から新設。

対象は、社会的・経済的環境の変化など外的要因により、一時的に業況が悪化している市内中小企業者で、申込要件は、
最近1か月の売上高が前年同月比20％以上減少、または最近1か月の売上総利益率が前年同月比20％以上減少してい
ること。

融資限度額は1,000万円、

融資利率は1.30％、

融資期間は1年以内・据置1年以内。

保証料率は0.00％～0.80％で、通常の保証料率よりも負担が抑えられている。

取扱期間は令和8年6月1日から令和9年3月31日までの保証協会保証申込受付分。

制度の趣旨は、短期的な運転資金を供給することで、事業継続と経営安定化を後押しすることにある。
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田川市中小企業融資制度要綱  

昭和４７年４月１日  

告示第３２号  

（目的）  

第１条  この告示は、市内中小企業の事業に必要な資金を融資することにより、

その近代化と経営基盤の確立を促進し、もって中小企業の振興に寄与すること

を目的とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（用語の定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

⑴  中小企業者  中小企業信用保険法  (昭和２５年法律第２６４号 )第２条第１

項各号に掲げる中小企業者をいう。  

⑵  小規模企業者  中小企業信用保険法第２条第３項第１号から第６号までに

定める小規模企業者をいう。  

⑶  保証協会  信用保証協会法  (昭和２８年法律第１９６号 )に基づき、設立さ

れた福岡県信用保証協会をいう。  

⑷ 金融機関 この融資制度を取り扱うため市長が指定した金融機関をいう。  

（平成１０告示６０・平成２０告示３６・一部改正）  

（預託及び融資資金）  

第３条 市長は、この融資制度を実施するため一定の金額を金融機関に預託する。 

２  金融機関は、前項の預託金に同額以上の自己資金を加えた金額を融資資金と

して融資を行うものとする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（金融機関の義務等）  

第４条  この融資制度における融資後の一切の責任は、すべて金融機関が負うも

のとする。  

２  金融機関は、融資資金の取扱いについては、他の一般業務との区別を明確に

するものとし、毎月末日現在における運用状況を翌月１０日までに市長に報告

Administrator
タイプライターテキスト
【資料４】



しなければならない。  

（融資の種類）  

第５条 この告示に定める融資の種類は、次のとおりとする。  

⑴ 事業資金融資  

⑵ 小口零細企業資金融資  

（昭和５２告示７８・平成２０告示３６・平成２１告示１２３・一部改正）  

（融資対象業種）  

第６条 前条各号に定める融資の対象となる業種は、中小企業信用保険法施行令

（昭和２５年政令第３５０号）第１条第１項に定める業種とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（融資の対象、条件及び資金の使途）  

第７条 第５条各号に定める融資の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。  

⑴  事業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市税を滞納

していない中小企業者とする。  

⑵  小口零細企業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市

税を滞納していない小規模企業者とする。  

２ 融資の条件及び資金の使途は、別表第１のとおりとする。  

（平成６告示８・全改、平成１０告示６０・平成１８告示９８・平成２０告示３

６・平成２１告示１２３・平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

３ 次の各号に該当する者は、融資の対象としないものとする。  

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団。  

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員。  

⑶ 暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者。  

（融資の手続等）  

第８条 融資を受けようとする者は、信用保証協会所定の信用保証委託申込書（添

付書類を含む。）に次に掲げる書類を添えて金融機関に提出するものとする。  

⑴ 市長の発行する滞納のない証明書  



⑵ その他市長、指定金融機関又は協会が必要と認める書類  

２  前項の規定により申込書を受け付けた金融機関は、直ちに調査等必要な事務

を処理するものとする。  

（委任）  

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な細部事項は、別に定める。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

附 則  

１ この告示は、昭和４７年４月１日から施行する。  

２ 次に掲げる要綱（以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

⑴ 田川市中小企業設備近代化資金制度要綱（昭和３６年１１月１６日告示）  

⑵ 田川市中小企業特別振興資金融資制度要綱（昭和４１年４月１日告示）  

３  この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき、融資を受けているものについて

は、なお従前の例による。  

附 則（昭和４７年１１月１日告示第７７号）  

１ この要綱は、昭和４７年１１月１日から施行する。  

２  この要綱の施行日の前日までに行われた融資に係る利息については、施行日

以後最初に到来する利息支払日から改正後の利息を適用する。  

附 則（昭和４９年６月１５日告示第６０号）  

１ この要綱は、昭和４９年７月１日から施行する。  

２  昭和４９年６月３０日以前に融資を受けている者の昭和４９年７月１日以降

の元金返済分に係る融資利息は、なお従前の利息を適用する。  

附 則（昭和５１年４月１５日告示第３７号）  

１ この要綱は、昭和５１年４月３０日から施行する。  

附 則（昭和５２年９月１日告示第７１号）  

この要綱は、昭和５２年９月１日から施行する。  

附 則（昭和５２年１０月１４日告示第７８号）  

この要綱は、昭和５２年１０月１４日から施行し、昭和５１年４月３０日から

適用する。  

附 則（昭和５２年１２月１日告示第９３号）  



この要綱は、昭和５２年１２月１日から施行する。  

附 則（昭和５３年５月１２日告示第４７号）  

この要綱は、昭和５３年５月１２日から施行する。  

附 則（昭和５３年１０月１８日告示第９０号）  

この要綱は、昭和５３年１０月１８日から施行する。  

附 則（昭和５３年１２月２６日告示第１０５号）  

この要綱は、昭和５３年１２月２６日から施行する。  

附 則（昭和５４年４月１３日告示第２７号）  

この要綱は、昭和５４年４月１６日から施行する。  

附 則（昭和５５年３月３１日告示第１２号）  

この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。  

附 則（昭和５７年９月１６日告示第６４号）  

この要綱は、昭和５７年９月１６日から施行する。  

附 則（平成６年３月１６日告示第８号）  

（施行期日等）  

１ この告示は、平成６年４月１日から施行する。  

２  この告示による改正後の田川市中小企業融資制度要綱は、この告示の施行日

以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従

前の例による。  

附 則（平成７年７月３日告示第４１号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、   

なお、従前の例による。  

附 則（平成９年７月１日告示第４７号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後に申し込まれる資金の融資について適用し、同日前に申し込ま

れる資金の融資については、なお、従前の例による。  

附 則（平成１０年８月３１日告示第６０号）  

この告示は、平成１０年９月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制



度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお従前の例による。  

附 則（平成１５年３月１８日告示第１６号）  

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。  

附 則（平成１８年１０月２５日告示第９８号）  

この告示は、平成１８年１１月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資

制度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融

資については、なお従前の例による。  

附 則（平成２０年３月２７日告示第３６号）  

この告示は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附 則（平成２１年１１月６日告示第１２３号）  

この告示は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附 則（平成２５年１０月１６日告示第１６６号）  

この告示は、公表の日から施行する。  

附 則（平成２６年５月１日告示第５２号）  

この告示は、平成２６年５月１日から施行する。  

   附  則（平成２７年９月２４日告示第１２９号）  

 この告示は、平成２７年１０月１日から施行する。  

   附  則（平成２８年４月１日告示第５２号）  

 この告示は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について

適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  

   附  則（平成３０年４月１日告示第２８号）  

 この告示は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について



適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  

附 則（令和７年４月１日告示第６０号）  

 この告示は、令和７年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度

要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について適

用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１  （第 7 条関係）  

（平成２１告示１２３・全改、平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

区分  融資条件  資 金 の

使途  融資限度額  融 資 利

息  

融資期間  担 保 、 保 証

人  

信用保証  返済方法  

事業資金  1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。  

年 1.4％

以 内 と

する 。  

120 月 以

内と する 。 

(2 年 間 の

据 置 期 間

を含 む。 )  

(1 )  担 保 は

必 要 に 応 じ

て徴 す。  

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て 、法 人 の 場

合 は 代 表 者

のみ 、個 人 の

場 合 は 不 要

とす る。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のと する 。 

一 括 又 は 分

割 返 済 と す

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  

小 口 零 細

企業資金  

1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。た だし 、

既 存 の 保 証

協 会 の 保 証

付 融 資 残 高

(根 保 証 に お

い て は 融 資

極 度 額 )と の

合 計 で

2,000 万 円

年 1.4％

以 内 と

する 。  

120 月 以

内と する 。 

(2 年 間 の

据 置 期 間

を含 む。 )  

(1 )  担 保 は

原則 とし て 、

不要 とす る 。 

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て 、法 人 の 場

合 は 代 表 者

のみ 、個 人 の

場 合 は 不 要

とす る。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のと する 。 

一 括 又 は 分

割 返 済 と す

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  



の 範 囲 と な

る 新 規 の 保

証に 限る 。  

備考  「小口零細企業資金」については、保証協会と金融機関とが適切な責任共

有を図る責任共有制度の導入による小規模企業者への影響を緩和するため、当分

の間、一定の要件を満たす小規模企業者の金融機関からの借入れによる債務の保

証を責任共有制度の対象除外とすることにより、小規模企業者への安定的な資金

調達を維持し、もって経営の安定に資することを目的とし、国の全国統一保証制

度の対象とする。  

 



田川市
中小企業融資制度

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145

経営基盤の確立を促進し
中小企業振興を図るため

市内中小企業の事業に必要な資金を
融資する制度です

令和７年４月１日以降融資決定分から

①指定金融機関の窓口で
申込みができるようになりました！

②利子補給制度を創設しました！

Administrator
タイプライターテキスト
【資料５】



田川市中小企業融資制度

■融資の種類

区分 事業資金 小口零細企業資金

使途

事業に必要な資金

例）材料仕入、給料、借
換、機械購入、支店開店

運転資金、設備資金

融資額 ２，０００万円以内

融資期間 １０年以内（２年間据置可能）

利率 年1.4％

担保 必要に応じて徴求 原則不要

保証人 原則として、法人の場合は代表者のみ、個人の場合は不要

保証料 年0.45％～1.63％ 年0.50％～1.93％

※保証人について
一定の対象要件を充足すれば、保証料の上乗せ負担等により、
経営者保証の解除を選択できます。

（参考）
対象要件と
保証料率の上乗せ率

直近決算期の
債務超過

該当なし 該当あり

直近２期の
決算期における

減価償却前経常利益

連続赤字
でない

0.25％ 0.45％

連続赤字
である

0.45％ 対象外

※保証料率について
有担保保証または会計参与設置会社の場合は、
それぞれ0.10％の割引があります。

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145

※２事業年度の決算がない場合は0.45％上乗せとなります。



田川市中小企業融資制度

■申込手続

申込

指定金融機関にて

必要書類の提出

審査

指定金融機関及び

保証協会において

審査

契約

融資実行

■申込資格

①市内で事業を営んでいる中小企業者及び組合
※新規創業のための資金借入れは対象外
※業歴がない場合でも、客観的に事業を行っていることが
明らかであれば、融資の対象となりますが、次のような
確認を行うことがあります。

資金用途の確認、帳簿の確認、現地確認
自己資金等の確認できる書類（預金通帳の写し等）の確認
その他（必要に応じ）

②市税を滞納していない

③信用保証対象業種である

④営業許可、登録等を必要とする事業の場合、その許認可を
受けている

⑤銀行取引停止処分を受けていない

⑥福岡県信用保証協会の保証付借入に対し滞納、またはその
保証人となっていない

⑦福岡県信用保証協会の求償権を行使されていない

⑧その他、融資の申込み要件に該当する

⑨小口零細企業資金については、上記①から⑧の要件に加えて
常時使用する従業員が２０人（商業、サービス業は５人）
以下の個人・会社等中小企業信用保険法第２条第３項第１号
から第６号までに定める小規模企業者である

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145



田川市中小企業融資制度

■利子補給について

■申込方法

指定金融機関に以下の書類を提出してください。

① 福岡県信用保証協会保証委託申込書
記入の上、所定の書類を添付してください。

② 滞納のない証明書（市民課で発行 300円）
③ その他、市長が必要と認める書類

福岡銀行（伊田支店、後藤寺支店）
西日本シティ銀行（田川支店、東田川支店）
福岡中央銀行（田川支店）
田川信用金庫（本店、東支店、西支店）

■指定金融機関

田川市中小企業融資制度において支払った利子の一部を
田川市が補助します。

⑴補助対象
以下の全ての条件に当てはまる方
・令和７年４月１日以降に融資が実行され、返済をしている
・延滞をしていない
・市税の滞納をしていない
・交付申請、交付決定、補給金請求時において、
市内に事業所を有する

⑵交付額
融資利子率のうち0.1パーセント分の利子に相当する額

⑶対象期間
令和７年４月１日以降で第１回目の利子を支払った日から１年間

⑷申請方法
申請期間中に所定の様式を記入の上、必要書類を添えて、
田川市役所３階産業振興課にご提出ください

▶詳しくはチラシをご覧ください

田川市産業振興課 ☎0947-85-7145



田川市
中小企業融資制度

利子補給金

田川市内の事業者の資金繰り
を支援するため、田川市中小
企業融資制度を利用して融資
を受けた事業者に、支払った
利子の一部を補助します。

○補助対象者
田川市中小企業融資制度を利用して融資を受けた者であって、
次に掲げる要件の全てに該当するもの
⑴ 令和７年度以降に融資が実行され返済をしていること
⑵ 融資の契約に基づき延滞をすることなく支払を行っていること
⑶ 市税の滞納をしていないこと
⑷ 交付申請・交付決定・補給金請求時に市内に事業所を有すること

○補助額
融資利子率のうち0.1％分の利子に相当する額

○交付対象期間
令和７年４月１日以降に第１回目の利子を支払った日から１年間

○申請期間
交付対象期間終了後９０日以内

○申請窓口
田川市役所 ３階 産業振興課

○申請書類
田川市中小企業融資制度利子補給金交付請求書
市税の滞納のない証明書（市民課発行 300円）
※市税の滞納のない証明書は市が申請者の同意に
基づき公簿等で確認できる場合は提出不要です。

▶様式は窓口で配付のほか、
市ホームページからもダウンロードできます
URL：https://www.joho.tagawa.fukuoka.jp/kiji0031923/index.html

制度について

申請方法について

田川市役所 産業振興課 企業雇用商工係
☎ 0947-85-7145

お問い合せ

様式ダウンロード

Administrator
タイプライターテキスト
【資料６】
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